
令和７年度富士宮市ＮＰＯ等市民活動促進事業募集要項
１　事業の目的

この事業は、ＮＰＯ団体やボランティア団体（以下「ＮＰＯ団体等」という）の活動の普及とこれら

の活動への市民の参加の促進を図ることを目的に、ＮＰＯ団体等が企画提案した事業を行政と団体等の

協働で進めます。

２　事業の概要

ＮＰＯ団体等から企画提案いただいた事業のうち、採択された事業について、市はＮＰＯ団体等と委

託契約を結び、市（事業に関係する市の担当課）と企画提案者（団体）との共催事業として協働で事業

を進めます。

３　対象となる事業

　　市内に住所を有するＮＰＯ団体等の市民活動団体が公益的な目的で市民を対象とした下記のいずれか

の事業（下記⑴⑵に該当しない場合は、御相談下さい）。

⑴　フォーラム、シンポジウム、講演会等（参加対象人数が８０人程度）

⑵　学習会、ワークショップ、体験学習等（参加対象人数が３０人程度）

※ 本事業は市民の皆さんへ広く市民活動を普及啓発することが目的のため、団体内部の学習会や視察研修

等は対象となりません。

※ ＮＰＯ法人以外の法人格を有する団体は対象外となります。

※ 同じ提案者（団体）が同一年度中に複数の事業委託を受けることはできません。

※ 同一の団体による同一の事業の委託は３年度までを限度とします。

４　事業期間

令和７年６月１６日（月）から令和８年３月１３日（金）まで

５　委託料及び対象経費

　（委託料）

１事業につき第５次富士宮市総合計画の各政策に関連する事業の場合は１５万円を、その他の事業の

場合は１０万円をそれぞれ限度とし、当該年度の予算の範囲内とします。

　（対象経費）

下記の必要経費に対し、事業完了後に支払うものです。

　　費　目 費　目　例

会場費 会場使用料、設備使用料

講師関係費 講師謝礼金、講師旅費等

需用費 消耗品費、印刷製本費

役務費 郵便料、保険料

その他 上記以外の経費で特に必要がある場合には、担当課と協議のうえで計上して下さい。

　　※ 備品購入費などの資産の取得等に該当するものは、対象外となります。

６　事業企画をする時の注意点

事業費の計画を立てる際には、以下の点に注意してください。

① 参加者からは、原材料費や資料代等の実費を除き、参加負担金を徴収しないこと。

② 参加者及び事業を実施する団体の担当者までを対象に、想定される損害に見合った保険に加入するこ

と。

③ 実施団体のメンバーが講師を務める場合、その講師料は１人１時間当たり3,500円を上限とすること

（外部講師はこの限りでない）。

④ アンケート等を利用し、参加者の感想・意見を確認すること。

７　応募から実施までの流れ



① 事前説明

「ＮＰＯ等市民活動促進事業計画書」と「団体の概要及び活動実績」に必要事項を記入して、市

民交流課へ持参し、事業企画の説明をしてください。

（窓口にお越しの際は、市民活動担当者がいることを予め確認して下さい）

「２　公益的な目的の分野」は下記の表から選択してください。

１　保健、医療、福祉の増進 ８　災害救援活動 15　科学技術の振興

２　社会教育の推進 ９　地域安全活動 16　経済活動活性化

３　まちづくりの推進 10　人権擁護、平和推進 17　職業能力開発、雇用機会拡充

４　観光の振興 11　国際協力 18　消費者保護

５　農村、中山間地域振興 12　男女共同参画社会形成 19　前各号に掲げる活動の援助

６　学術、文化、芸術、スポーツ振興 13　子どもの健全育成 20　その他

７　環境保全 14　情報化社会の発展

　　② 事業担当課との打ち合わせ

　　　　募集期間中に、事業に関係する市の担当課と相談を行い、共催で進めることの承諾をもらってく

ださい。相談の初日については、市民交流課で調整し、同席します。

　　③ 応募書類の提出

応募書類　（所定様式）ＮＰＯ等市民活動促進事業計画書、団体の概要及び活動実績。なお、必要

に応じて事業内容の説明資料等を添付してください。

　提出先　　　富士宮市役所５階市民交流課市民交流係

募集期間　　令和７年４月７日（月）～ ５月１２日（月）

※応募書類は、この要項に添付されたもののほか、ワード形式のものが以下の富士宮市のホームページ

内の市民交流課のサイトからダウンロードできます。また、同サイト内で昨年に実施された事業の概要

もご覧いただけます。

http://www.city.fujinomiya.lg.jp/citizen/llti2b00000024d6.html

　　④ ヒアリング

　事業に関係する市の担当課及び市民交流課のヒアリングを行います。日程は後日お知らせします。

⑤ 審査

　下記の点について審査し、予算の範囲内で採択します。

　・市との協働事業としての効果

　・実現性

　・団体能力

　・役割分担

　・対象が多くの市民であるか　　

⑥ 結果の通知

令和７年６月９日（月）に採用の可否通知を発送します。

※採用された事業については、市の広報ふじのみや、ホームページを通じて周知を行います。

　　⑦ 委託契約

　　　結果通知に合わせ、委託契約用の書類等をご案内します。

８　問合せ先
富士宮市役所 市民部 市民交流課 市民交流係

〒418-8601　富士宮市弓沢町150番地

電話：0544-22-1165 ／ ＦＡＸ：0544-22-1284

E-Mail：koryu@city.fujinomiya.lg.jp


